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医療措置協定の項目について

　新興感染症発生・まん延時に、知事の要請に基づき各医療機関が対応可能な医療措置につ
いて、平時に協定を締結します。
　なお、医療機関の種別に応じた医療措置の内容は次のとおりです。
　

１　診療所
（１）発熱外来　　（２）自宅療養者等への医療の提供　　（３）医療人材派遣
（任意）感染防護具の備蓄
　※協定締結に際しては、（１）から（３）までの一部の措置について協定締結することも
　　可能となっています。
　　なお、任意項目である「感染防護具の備蓄」のみで協定を締結することはできません。

２　薬局及び訪問看護事業所
　・自宅療養者等への医療の提供　・（任意）感染防護具の備蓄
　※任意項目である「感染防護具の備蓄」のみで協定を締結することはできません。

また、発熱外来の実施（診療所のみ）又は自宅療養者等への医療の提供の協定を締結した
医療機関は、「第二種協定指定医療機関」に指定します。
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発熱外来①（協定書のイメージ） 病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：

流行初期及び流行初期以降に対応いただく
医療機関は、それぞれに係る対応可能人数
等を分けて記載いただきます。

対応可能人数、検査実施能力を記載
いただきます。
※具体数の記載が難しい場合は、「対応可」
のみ記載。
（ただし、流行初期対応の場合は記載必須）

普段から自院にかかっている患者（かかりつけ
患者）以外への対応及び小児患者の対応ができ
る場合には、その旨明記することにします。
 ※対応可能人数は記載しません。

対応時期

可・否 可・否

対応可能患者数 ○人/日 対応可能患者数 ○人/日

可・否 可・否

検査の実施能力 ○件/日 検査の実施能力 ○件/日

可・否 可・否

可・否 可・否

流行初期 流行初期以降

発熱外来の実施 発熱外来の実施

検査（核酸検出検査）の実施
※外部委託除く

検査（核酸検出検査）の実施
※外部委託除く

かかりつけ患者以外への対応 かかりつけ患者以外への対応

小児患者への対応 小児患者への対応

対応内容
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感染発生早期
発生の公表まで

流行初期
発生の公表から３か月

流行初期以降
発生の公表から３か月以降

国内で発生 発生の公表 公表から３か月目 公表から６か月目

感染症指定医療機関
で対応

流行初期に対応する
医療機関が加わる

診療所を中心とした体制に移行 すべての協定締結医療機関が対応

　　　　　　　　　　　　　　　 感染症指定医療機関

県
内
す
べ
て
の
医
療
機
関
が

負
担
を
分
か
ち
合
う
体
制
へ

【対応方針案】

国内での感染発生早期（大臣公表前）の段階は、現行の感染症指定医療機関を中心に対応

流行初期（３か月程度）は、感染症指定医療機関及び流行初期医療確保措置付きの協定を締結した病院
及び診療所で対応

流行初期以降は、病床を確保する医療機関の負担を軽減する観点から、診療所を中心とした対応に移行

【基本方針】

新型コロナ対応時の最大値の体制を目指すこととし、可能な限り多くの医療機関に協力を求める。

新興感染症発生時の運用にあたっては、入院も含めて、各医療機関の負担が分散されるよう配慮する。

          　流行初期に対応する病院

            流行初期から対応する診療所

          　　　　流行初期以降に対応する診療所

流行初期以降は、発熱外来の対応は
診療所を中心にした体制へ移行
（病院は入院患者対応に重点化）

病
院

診
療
所

病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：発熱外来②（病院・診療所の役割分担）
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自宅療養者等への医療の提供（協定書のイメージ） 病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：

基本的に、流行初期以降を想定した対応内
容及び方法を記載いただきます。
※自宅療養者対応の見込み数（対面による診療
のみ）は参考扱いですので、可能な場合は数の
記載をお願いします。
 （難しい場合は「対応可」のみ記載）

新型コロナウイルス感染症対応時と同等の
特例が講じられることを前提の上、対応可
能な診療方法について記載いただきます。
※薬局及び訪問看護事業所の協定書において
は、欄の記載内容が異なります（下記参照）。

＜薬局版＞ ＜訪問看護事業所版＞

＜診療所版＞

自宅療養者対応 ○人/日

宿泊療養者対応 可・否

高齢者施設対応 可・否

障害者施設対応 可・否

可・否

可・否

対応可能療養者見込み

 電話・オンライン服薬指導
（薬剤等の配送含む）

 訪問服薬指導

対応内容

対応方法

自宅療養者対応 ○人/日

宿泊療養者対応 可・否

高齢者施設対応 可・否

障害者施設対応 可・否

対応方法 可・否

対応可能療養者見込み

 訪問看護

対応内容



7

医療人材派遣（協定書のイメージ） 病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：

流行初期以降(※)に対応いただく医療機関
は、感染症発生中の他医療機関への派遣可
能人数を記載いただきます。
※「流行初期」は対象外となります。

※感染症医療担当従事者　：感染症患者に対する医療を担当する職員
 　（例：感染症患者の診療、治療、看護、各種検査等に従事する者）
　

　 感染症予防等業務対応関係者：感染症の予防及びまん延を防止するための
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療提供体制の確保に係る業務の担当職員

　（例：施設内の感染症対策に係る知識を有し、クラスターへの対応（感染制御等）等に従事する者）

DMAT、DPAT、災害支援ナースについ
ては、感染症への対応として実際に派
遣可能な見込み人数を御記入ください。
※地震等災害に対応するDMAT等登録人数
と同数とならなくても問題ありません。
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感染防護具の備蓄（協定書のイメージ） 病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：

【備蓄の運用方法について】

 個人防護具の備蓄は、物資を購入して保管し、使用期限がきたら廃棄するのではなく、平素から備蓄物資を有効に活用
していただく観点から、備蓄物資を順次取り崩して感染症対応以外の通常医療の現場で使用する、回転型での備蓄が推奨
されています。このほか、次のような備蓄方法も可能です。

優先供給（物資の取引事業者から優先的に供給を受ける協定等によるもの）
流通備蓄（物資の取引事業者の保管施設内での備蓄を確保するもの）

【対象となる品目について】

• 備蓄の対象物資は、病院、診療所及び訪問看護事業所については、サージカルマスク、N95 マスク、アイソレーション
ガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋の５物資とします。

• 病院、診療所及び訪問看護事業所については、上記５物資全部の使用量２か月分以上の備蓄が推奨されます。

• 薬局については、対象物資は任意とされています。

N95 マスクについては、DS2マスクでの代替可能です。

アイソレーションガウンには、プラスチックガウンも含まれます。

フェイスシールドについては、再利用可能なゴーグルの使用での代替も可能です。その際、必要人数分の必要量を確
保していれば、フェイスシールドの備蓄をすることを要しないものとされています。

品　　目
サージカル
マスク

N95マスク
アイソレーション
ガウン

フェイス
シールド

非滅菌手袋

数　　量
枚　 枚　 枚　 枚　 枚　

特記事項

２か月分(※)の備蓄量　　※２か月分の備蓄が難しい場合は特記事項にその旨を記載（例：１か月分の備蓄　等）
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感染防護具の備蓄量（参考値） 病院 診療所 薬局 訪看対象事業所：

感染防護具の備蓄について、厚生労働省より次のとおり参考値が示されていますので、必要
に応じて参考にしてください。

出典：感染症法に基づく「医療措置協定」締結等のガイドライン（令和5年5月26日厚生労働省）

＜１病院あたりの個人防護具の２か月想定消費量（全国平均）＞

＜１診療所あたりの個人防護具の２か月想定消費量（全国平均）＞
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＜受付フォーム入力項目（予定）＞

受付フォームについて①

１．基本情報
　・医療機関名　　・医療機関所在地　　・医療機関管理者名 ※役職含む
　・協定締結担当者名　　・電話番号及びメールアドレス　　・G-MIS ID（任意）
　　※特にメールアドレスについては、今後協定に関する連絡等をさせていただくため、　　　
　　　平時より対応可能な内容を御回答ください。

２．医療措置協定　締結内容
　・説明動画及び以前御回答いただいた事前調査の内容を参考に、新興感染症発生時に　　
　　提供可能な医療項目等について御回答ください。
　　　①診療所：発熱外来、自宅療養者等への医療提供、医療人材派遣、
　　　　　　　　個人防護具の備蓄
　　　②薬局及び訪問看護事業所：自宅療養者等への医療提供、個人防護具の備蓄

　　＜留意事項＞
　　有床診療所におかれましては、事前調査にて回答欄が無かった次の点について、
　改めて御回答をお願いします。

　　・入院患者に係る「後方支援」への協力の可否

　※「後方支援」の詳細については病院用説明動画を御参照いただけますようお願いいたします。
　　なお、御協力いただける場合は、締結内容について後日個別に協議させていただきます。

10
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受付フォームについて②

11

　・受付フォーム：秋田県電子申請・届出サービス
　　　　　　　　→診療所版、薬局版、訪問看護事業所版をそれぞれ設定しますので、
　　　　　　　　　対応するフォームにて回答をお願いします。

　・受付開始日時：令和６年４月８日（月）午前９時
　　　　　　　　　（それまでは回答できませんので御注意ください）

　　県ＨＰにて、受付フォームへのリンクを４月８日(月)より掲載します。
　　　　→「感染症法に基づく医療措置協定について」
　　　（ＵＲＬ）https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/79612
　

　
　
　※受付フォームへの回答をもって、協定を締結いただけるものとみなします。
　　原則として、回答内容を基に必要に応じて協議を行った後、県で協定書(案)を作成　
　しますので、協定締結に当たりましては必ず御回答いただきますようお願いします。

　（受付フォームからの入力が困難である場合の連絡先：iryousochi@mail2.pref.akita.jp）

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/74733

